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３．３．１０   海溝型地震の強震動予測のための海域地下構造モデルの作成 
(1) 業務の内容 
(a) 業務題目 海域地下構造のモデル化 
(b) 担当者  

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

独立行政法人海洋研究開

発機構 海洋工学センタ

ー 海底地震・津波ネッ

トワーク開発部 

部長 金田 義行 kaneday@jamstec.go.jp 

独立行政法人海洋研究開

発機構 海洋工学センタ

ー 海底地震・津波ネッ

トワーク開発部 

ポスドク

研究員 
中村武史 t_nakamura@jamstec.go.jp

独立行政法人海洋研究開

発機構 地球内部変動研

究センター 
研究員 馬場 俊孝 babat@jamstec.go.jp 

 
(c) 業務の目的 

地震災害の軽減化に向けた強震動シミュレーション予測を行うためには、地震波の伝播

経路上に存在する地下構造の詳細なモデル化に第一に取り組む必要がある。近年の計算機

環境の飛躍的な向上により、差分法や有限要素法等による領域法で 3 次元地下構造モデル

を適用した大規模な計算が可能となり、シミュレーションのための高精度な 3 次元地下構

造モデル構築の需要が高まっている。特に、巨大地震の発生確率が高いとされている南海

トラフや日本海溝周辺では、付加体の存在やプレートの複雑な沈み込み形状のため、地下

構造が狭い範囲で急激に変化しており、これらの海域で発生する地震に対して或いは海域

を伝播する地震に対しての強震動分布を正確にシミュレーションするためには、海域下の

詳細な 3 次元地下構造モデルが必要である。南海トラフ及び日本海溝周辺の海域では、

1990 年代以降、反射法や屈折法による構造探査が精力的に行われており、3 次元地下構造

モデルを作成するために必要な構造探査結果の蓄積が進んでいる。これらの研究の中には、

常時地震活動と地下構造との関連性だけでなく、過去の大地震の発生過程や発生場所を示

す新たな知見も得られており、付加体の厚さやプレートの形状をはじめとする地下構造の

把握はシミュレーションの入力値となる震源モデルが妥当か否かを判断するための手がか

りにもなりうる。本研究では、より正確な強震動シミュレーション予測を実現するために、

海域または海陸統合の既往の構造探査結果及び大規模大災害軽減化特別プロジェクトによ

る最新の構造探査結果を統合し、日本周辺海域の 3 次元地震波速度構造モデルを構築する。 
(d) ５ヵ年の年次実施計画 

1) 平成14〜16年度：実施業務なし 
2) 平成17年度：屈折法探査データに基づく海域地下構造モデルの作成 
3) 平成 18 年度：海域地下構造モデルの高度化－大大特による構造探査結果などの統合 
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(e) 平成 18 年度業務目的 
大大特プロジェクトによって関東地方と紀伊半島で実施された地下構造探査結果を統合

し、さらに地震動を増幅させる性質を持つ表層堆積物のモデル化を行うことにより、昨年

までに作成した海域下地殻構造モデルを高度化する。また、東南海地震、南海地震の東京

圏への伝播系路上にある相模湾の地殻構造について構造探査結果をもとに検討する。これ

らの業務によって強震動予測の高精度化が期待される。 
 

 (2) 平成１8 年度の成果 
(a) 大大特による構造探査結果の統合 
海域地下構造モデル構築の対象とした範囲は、北緯 28-37 度、東経 128-142 度、深さ 0-70 

km である（図 1）。この領域は、フィリピン海プレートと太平洋プレートが重なり合う関

東直下の陸域と、関東から南九州にかけてフィリピン海プレートが沈み込む南海トラフの

海域を含んでいる。昨年度のモデル化の範囲から、東西両方向に経度にして 1 度、南方向

に緯度にして 2 度、統合化の対象とする範囲を拡大した。本研究では、海域構造モデル作

成のために合計 34 本の構造探査結果を使用した（図 1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 モデル構築に使用した構造探査結果：参考文献は以下のとおり：市川(1997)1), 大都

市大震災軽減化特別プロジェクト (2006)2), Kodaira et al.(2000)3), Kodaira et al. 
(2002)4), Kodaira et al.(2005)5), Kodaira et al.(2006)6), Mochizuki et al.(1998)7), 
Nakanishi et al.(1998)8), Nakanishi et al. (2002a)9), Nakanishi et al. (2002b)10), 西坂 
(1997)11), Sato et al.(2005)12), Sato et al.(1998)13), Takahashi et al.(2002)14), Takahashi 
et al. (2003)15). 

 
図 2 は 1998 年に紀伊半島沖で実施された屈折法探査の解析結果（Nakanishi et al., 

2002a9)）である。フィリピン海プレートが西南日本の島弧地殻の下に沈み込み、半遠洋性

堆積物が付加してできた付加体が島弧地殻とフィリピン海プレートの上に存在しているこ
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とを示している。この例の場合、太実線を海洋性地殻第 2 層の上面として読み取って海域

地下構造モデルを作成している。ただし、構造探査では深いところでも 40 km 程度までの

領域しか分からないため、深部の構造については、気象庁一元化震源による地震活動分布

を参考にして構造の全体的な形状を推定している。他の測線についても同様の読み取り作

業を行い、全データを緯度・経度・深さに変換した後、曲率最小化アルゴリスム（Smith and 
Wessel, 199016））を用いて付加体の下面、海洋性地殻第 2 層、第 3 層、海洋性モホ面の上

面の 3 次元形状を作成した。構築した海域地下構造モデルから、付加体の層厚を図 3(a)に
示す。海洋性地殻第 2 層、第 3 層、海洋性モホ面の海面からの深さを図 3(b)-(d)にそれぞ

れ示す。海洋性地殻第 2 層の上面の 3 次元的な形状を図 4 に示す。また、昨年度作成した

海域地下構造モデルとの比較の一例を図 5 に示す。昨年度のモデルと比べて、海域地下構

造モデルと構造探査結果がより一致していることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 紀伊半島沖で実施された屈折法探査の結果：太実線は海洋性地殻第 2 層の上面を示す。 
 

解析領域内での構造探査によって得られた付加体の P 波速度に、優位な差異は認められ

ていない。そこで、付加体の内部には一定の P 波速度（3.5km/s；表 1）を与えた。沈み

込むプレートの一部である海洋性地殻第 2 層、第 3 層、海洋性マントルはその存在する深

度が大きく変化するので、これらの層では深さに従って P 波速度が一定に増加すると仮定

し、各層の P 波速度の勾配は岩石実験の結果（Christensen, 199617））を参考にして決め

た（表 1）。 
日本周辺海域の構造探査では、S 波速度の詳細な解析はほとんど行われてこなかったが、

1998 年に実施された足摺沖屈折法探査では、PPS 変換波を用いて付加体内の S 波速度の

推定が試みられた（Takahashi et al., 200214））。本研究では、付加体の S 波速度について

は、この探査によって推定された値を南海トラフ全体に適用した（表 1）。海洋性地殻第 2
層、第 3 層、海洋性マントルの S 波速度は、構造探査によって推定されたケースはないた

め、それら各層については岩石実験の結果（Christensen, 199617））を参考にして Vp/Vs
を設定した（表 1）。 
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図 3 南海トラフ 3 次元地殻構造モデル：(a) 付加体の厚さ、(b) 海洋性地殻第 2 層の上面深度、

(c) 海洋性地殻第 3 層の上面深度、(d) 海洋性モホ面の深度。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    図 4 海洋性地殻第 2 層 
上面の 3 次元形状 
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図 5 海域地下構造モデルと構造探査結果の比較：実線と破線は、本年度作成した海域地

下構造モデルの海洋性地殻第 2 層上面の深度分布と昨年度のモデルによる深度分布をそれ

ぞれ示す。点線は Sato et al. (2005)12)による構造探査結果を示す。 
 
 

表 1：海域地下構造モデル（南海トラフモデル）で定義した P 波速度と Vp/Vs 
 

 Vp (km/s) Vp/Vs 
付加体 3.5 2.20 
海洋性地殻第 2 層 5.4+0.0055 x z 1.94 
海洋性地殻弟 3 層 6.5+0.0055 x z 1.87 
海洋性マントル 8.1+0.0053 x z 1.76 

z: 海水面からの深さ(km) 
 
 

 
(b) 表層堆積物のモデル化 

石油公団の基礎物理探査（昭和 53 年度 18）、昭和 57 年度 19)、昭和 61 年度 20，21)）に収

められている全堆積量分布図を使用して表層堆積物のモデル化を行った。全堆積量分布図

では海底面から基盤面までの往復走時を表している。これらの図のコンターを読み取り、

数値計算に使用しやすいように、緯度経度方向に等間隔のグリッド状に数値化した。Vp、
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Vs は Park et al. (2002)22)、Takahashi et al. (2002)14)を参考にして以下のように定義した。 
Vp<m/sec> = 1500 + 0.5×depth 
Vs<m/sec> = Vp/3.06 (σ= 0.44) 

ここで、depth は海底面からの深さ<m>を示す。この関係式を用いて先にデジタル化した

往復走時のデータを、表層堆積物の厚さに変換した（図 6）。三陸沖などでは基礎物理探査

による全堆積物分布図が存在しないため、日本海溝モデルではモデル化された表層堆積物

は疎らである。重力異常データなどを用いた表層堆積物分布の補間作業については今後の

課題である。 
 

 

 
図 6 表層堆積物（海底から基盤面まで）の厚さ：(a) 日本海溝海域 (b) 南海トラフ海域 
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北海道釧路沖、苫小牧沖には表層堆積物が比較的厚く分布しており、その厚さは平均で

6km、厚いところでは 8km にも達する。これらはこの地域で見られる負の重力異常と相

関が良い。またこの地域に 2003 年に発生した十勝沖地震では苫小牧などで大きな長周期

地震動が観測された。震源と苫小牧の間に位置するこの厚い表層堆積層を考慮することに

よって、この長周期地震動を高精度にシミュレートできると考えられる。南海トラフモデ

ルでは平均して 1km から 2km の表層堆積物が分布し、比較的厚い地域は熊野海盆、四国

海盆などの海盆地形と一致している。日向灘には 4km ほどの厚い表層堆積物が存在し、

これもまた負の重力異常と相関がよい。 
(c) 相模湾の地殻構造 
本研究では、昨年度のモデルから相模湾の地殻構造も海域構造モデルに加えている。相

模湾周辺は伊豆小笠原弧の衝突およびフィリピン海プレートの沈み込みにより複雑な速度

構造を持つ地域である。また首都圏に近いこともあり、正確な強震動シミュレーション予

測を行うために、相模湾の海域構造をモデルに組み込むことは重要である。相模湾の構造

については、沖野・他(1994)23)やNishizawa et al. (1996)24)による構造探査結果が既に報

告されているが、プレートの沈み込みを明瞭に示す構造は得られていない。本研究では、

Kodaira et al. (2006)6)によるトモグラフィー解析の結果を地下構造データの統合化作業

に使用した。図7にKodaira et al. (2006) 6)のP波速度構造とFujie et al. (2006)25)の手法に

よる反射面分布（山下・他, 200626））を示す。伊豆大島から真鶴にかけて、高速度層の貫

入が深さ4kmまで確認できる。高速度層と低速度層の境界付近には反射面も分布している。

この高速度層はプレートの沈み込みや火山活動と関係していると考えられる。また、山下・

他(2006)26)の反射断面から、相模トラフ内の浅部には付加体及び火山性堆積層が広がって

おり、トモグラフィーの解析結果では低速度層としてその存在を確認できる。本研究では、

測線南部の深さ4kmから10kmにイメージングされている高速度層をプレート、測線全体

に広がるP波速度2.5km/s以下の低速度層を付加体として地下構造データを統合化してい

る。ただし、深部ではトモグラフィーの解像度が低いため（図7(c)）、探査領域における

プレート上面の2次元的な形状はP波速度6km/sの速度境界を参考にして直線近似で推定を

行い、地下構造データを統合化している。 
 

(d) まとめと今後の課題 
本研究では、地震災害の軽減化に向けた正確な強震動シミュレーション予測の実現のた

めに、西南日本及び東北日本の構造探査結果を統合した。西南日本では、北緯30-37度、

東経129-141度、深さ0-70 kmの領域内における表層堆積物・付加体・海洋性地殻第2層・

海洋性地殻第3層・海洋性マントルの高精度な海域地下構造モデルを構築した。東北日本

では、北緯33-44度、東経138-148度の領域内における表層堆積物の高精度な海域地下構造

モデルを構築した。海溝型巨大地震の発生が予想されている南海トラフ及び日本海溝のほ

ぼ全域をカバーしており、強震動シミュレーション予測に有効なモデルデータである。 
本研究による3次元海域地下構造モデルをシミュレーション計算に適用することで、観測

波形と理論波形の一致性の向上を確認している（馬場・他 , 200627））。しかしながら、本

研究では層境界の形状を中心にモデル化を進めており、各層内の速度は1次元速度構造を
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適用している。海洋性地殻及び海洋性マントルのS波速度構造についてはChristensen 
(1996)18)による岩石実験の結果、付加体内のS波速度は1998年の足摺沖の構造探査で検出

されたPPS変換波の解析によるS波速度の値（Takahashi et al., 200214））を代表値として

参照している。海域地下構造モデルのさらなる高精度化をめざして、今後の課題として、

深部海底掘削による試料データの解析、海底地震観測による走時トモグラフィーやレシー

バ関数解析、波形モデリングによる速度構造の解析など各種解析結果を海域地下構造モデ

ルに導入する必要がある。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
図 7 相模湾の地下構造：(a)構造探査測線の位置、(b)P 波トモグラフィーの解析結果

(Kodaira et al., 20066）)と反射面の分布(山下・他, 200626）)、(c)チェッカーボードテスト

結果 
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